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研究成果の概要（和文）：本研究はインド・グジャラート州の農村部一帯で観察される「カイミ

（kaymi）」と呼ばれる債務奴隷的農業労働慣行（以下カイミ制度）の地理的分布範囲を確定し、

それが貧困層の農業労働賃金率を低めている実態を明らかにするとともに、昨今の経済成長に

よる非農業就業機会の増加に対して労働者はいかなる行動をとりはじめているのか、またそう

したなかでカイミ制度はいかなる変容をしているのかを論じ、今後のインドの経済成長のカギ

を握る農工間の人的資源配分に対して重要な意味を持つ制度であることが明らかとした。 

 
研究成果の概要（英文）：This study focuses on the Indian rural indigenous institution 
called “kaymi”, a kind of bonded labor contract between landlord and their labors, which 
is observed on central Gujarat and surveys its geographical distribution, effect to the 
low agricultural wage rate and change under the recent economic growth in India.  The 
findings are as follows.  1) The quick survey of 59 random sample villages on central 
Gujarat shows that the about 50% of the sample villages have kaymi and these villages 
locates sharply on the same area of the British direct rule villages of British Gujarat 
period.  2) The agricultural wage rates of these villages are extremely lower than the 
others as half to one-fifth, and the factor is not their lower labor productivity or the 
less opportunities of non-agricultural job around the villages but mainly strong 
bonded-function of kaymi.  3) However in the village in which about 60% of ex-agricultural 
labors starts to engage in non-agricultural jobs around the villages like factory labor, 
kaymi has collapsed, these kind of case are very rear and it is obvious that kaymi is 
still a crucial institution when we discuss about distribution of surplus labors between 
agriculture and industry sector. 
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１．研究開始当初の背景 
 経済自由化以降急激な成長を続けている
インドの今後を占ううえで重要な論点の一
つに、貧困層を中心とする農村余剰労働力が
都市部門へスムーズにシフトし得るのかど
うかがある。インド農村には依然としてカー
ストを軸とした様々な土着制度が残存して
おり、とりわけ地主と労働者の間での金銭貸
借は、労働者の生存リスクを軽減するととも
に地主への長期的依存関係を生み出し、村外
への労働力シフトを阻害する要因の一つと
考えられる。こうした制度は、社会・人類学
的な研究蓄積があるとともに、経済学におい
ても労働市場と金融市場の連結市場（インタ
ーリンケージ）として理論的解釈が行われて
きたが、経済成長へのインパクトとして考察
する為には、一定の広域調査を行い、その地
理的分布を明らかにしつつ、どの程度の普遍
的現象をもつものなのかを解明する必要が
ある。しかし、金銭貸借と言った情報は、聞
き取り調査をすることが非常に困難であり、
まとまった 2次データも存在しない。 
 また一方で、そうした土着制度が昨今のイ
ンドの経済成長によっていかなる変容を遂
げるのかという点も重要な論点となる。しか
し、その考察にはそもそもそうした制度が形
成された背景や理由を解明する必要がある。
たとえば経済成長によって都市部門の労働
力需要が増加し、農村労働者にとって高い賃
金を得る機会が増えたとしても、農村労働者
にとっては従来の地主の庇護に預かってい
た方が合理的な選択かもしれない。どの段階
でこうした土着制度が変容・消滅するのかを
知るためには、その制度の形成過程を明らか
にし、その強度を議論する必要があるが、こ
うした研究蓄積もほぼ存在していないのが
現状である。 
 
２．研究の目的 
 本研究はグジャラート州中部において観
察される地主と労働者の金銭貸借関係であ
る「カイミ（kaymi）」と呼ばれる土着制度に
着目し、第一にその地理的分布範囲を確定し、
第二にそれが貧困層の農業労働賃金率を低
めている実態を明らかにするとともに、労働
者の都市部門へのシフトにおける障壁にな
っているかどうかを検証する。第三に昨今の
経済成長による非農業就業機会の増加に対
して労働者はいかなる行動をとりはじめて

いるのか、またそうしたなかでカイミ制度は
いかなる変容をしているのかを考察するも
のである。 
 
３．研究の方法 
（１）第一の目的に対する研究方法： 
同州中部の半径約 400 キロメートル圏内（ほ
ぼ全域）においてセンサスよりランダムに 59
カ村をサンプリング調査し、「カイミ制度マ
ップ」を作成する。次いでカイミ制度が存在
する村の社会経済的特徴を吟味し、制度の形
成条件を検出する。さらに別の村においても
その形成条件が妥当するかどうかをチェッ
クし、カイミ制度の分布範囲を推測する。こ
れでカイミ制度が同地域においてどの程度
普遍的に存在するのかを一定程度確定でき
る。 
（２）第二の目的に対する研究方法： 
サンプル各村の農業労働賃金率を被説明変
数とし、説明変数に各村の社会経済指標（土
地生産性、労働生産性、近隣都市の経済規模、
カースト構成、カイミ制度の有無など）を用
いることで、カイミ制度が存在する村とそう
でない村の賃金格差に対してカイミ制度が
どれほど影響しているのかを識別する。また
近隣都市の経済規模と村内賃金の相関を調
べ、村内と都市の労働市場がどの程度断絶さ
れているかを明らかにする。この作業を通じ
てカイミ制度が労働力シフトの障壁となっ
ているか否かを判明させる。 
（３）第三の目的に対する研究方法： 
 まず制度マップで得た制度形成条件を歴
史的資料・文献と照らし合わせることによっ
て形成の背景や理由における仮説を構築す
る。その後、カイミ制度が存在する村の中か
らさらに 3カ村をサンプリングし、集約的な
聞き取り調査により仮説を検証する。この集
約調査は、村の社会経済関係のかなり深い部
分まで理解する必要があるため、各村に 2か
月間程度泊り込んで調査を実施する。 
 またその作業を通じて、経済成長による制
度変容の段階を仮説として作成し、その段階
別にさらなる集約調査を行って制度の変容
過程を明らかにするとともに、すでにカイミ
制度が消滅している村があれば、その村につ
いても集約的に調査を行う。 
 
４．研究成果 
図 1のように、ほぼ半数の村でカイミ制度



の存在が確認された。また存在する村では農
業労働賃金率が他村の 1/2 から 1/5 程度低く、
その要因が土地生産性や労働生産性や近隣
都市の経済規模ではなく、主にカイミ制度の
存在にあることが判明した。さらに同制度が
農村の余剰労働力が非農業部門へシフトす
る際の障壁となっていることも明らかとな
った。 
またカイミ制度が存在する村は、パティダー
ルという農耕カーストが村の農地の大部分
を所有している村にほぼ偏在し、ラジプート
という武将カーストが地主として農業を行
う村にはほとんど存在していなかった。さら
に、カイミ制度の存在する村の分布は、旧英
領直接統治範囲にほぼ重なることが明らか
となった。直接統治とは、地税を村長から直
接徴収する統治方法であり、それに対して間
接統治は不在地主から地税を徴収する形態
である。農業技術に優れていたパティダール
は、村内で村長として自ら農作業の指揮監督
をしつつ農業労働者と密接な関係を築いて
いたことが、その後のカイミ制度の形成に関
係していたと考えられる。一方で間接統治の
村では小作人が高い地代に困窮しながらも
う作業をし、地主との関係性は密ではなかっ
たようである。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
     図 1 カイミ制度の分布 
 

またカイミ制度の形成には分離独立後の
農地改革やその後の緑の革命による農業労
働力需要の高まりなどが要因としてあげら
れる。いずれにしても、カーストを軸とした
歴史的社会経済関係のなかで形成されたパ
トロン・クライアント関係を基礎とするカイ
ミ制度は昨今の非農業就業機会の増加に対
しても一定の頑強性を有していると推測さ
れる。 

しかし一方で、近隣都市の経済成長ととも
に村外の非農業就業へ所得源を求める労働
者が出現していることも事実である。カイミ

制度の存在によってそのスピードは抑えら
れているものの、大都市近隣のサミアラとい
う農村では、かつての農業労働者のうちの約
6 割が非農業部門へ転職しており、その結果
カイミ制度が消滅した事例が観察されてい
る。カイミ制度は、カーストを軸とした労使
契約であり、地主の安定的労働力確保や労働
者の生存リスク軽減といった取引費用削減
のメリットがある。同村でのカイミ制度の崩
壊は、農業の作付体系や地主の経営形態の変
容をもたらしただけではなく、農村社会のカ
ーストを軸としたパトロン・クライアント関
係をも弱体化させ、労働者はその生存リスク
を工業部門へ依存するといった村落構造の
根本を変容させる程の大きな変容であった。  

しかし、こうした事例は 59 カ村のサンプ
ル村のなかで 1例だけであった。それが巨大
都市近郊のごく限られた例外的な村でのみ
観察されるということを考えれば、カイミ制
度がもつ、より生産的な部門への労働力移動
を妨げるといった経済成長にとって大きな
デメリットは依然として深刻であり、今後の
インドの経済成長のカギを握る農工間の人
的資源配分に対して重要な意味を持つ制度
であることが明らかとなった。 
先にあげたカイミ制度が有する取引費用

削減のメリットは、市場の不完備を補う土着
制度として、都市経済の労使関係を考えてい
くうえで参考にすべき側面もあるのかもし
れず、むしろ今後の「インド的経済発展」に
とって有効な制度として考慮する必要性も
同時にあろう。また、カイミ制度が存在する
村では、概して水資源や化石燃料を節約し、
労働力を集約的かつ代替的に利用する傾向
も観察されるため、環境問題や持続型発展と
いう文脈においても同制度は再評価する必
要があるかもしれない。 
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